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中国物権法における建築物の区分所有権制度
―区分所有建物に関する共用部分の区分―
金　錦萍＊
摘要：区分所有建物の共用部分に関する明確な区分によって、区分所有権者は、建物の共有
部分の使用と維持のみならず、共用部分に関する支出の分担と収益の分配にも直接にかかわ
る。共用部分は法律規定と管理規約に基づき、法定共用部分と約定共用部分に分けられ、さ
らに共用部分を特定の区分所有権者の使用に指定することによって、法理と現実の需要に応
えることになるが、残念ながら、中国の物権法はこのような役目を果たしておらず、今後の
特別立法による問題解決が期待される。
キーワード：建物区分所有権　共用部分　専用使用権を設定した共用部分
１、問題の所在
19世紀上半期以来、工業革命の結果、都市人口が急速に増えるとともに、居住需要も増加して
きた。その居住需要に応えるには、大量の高層ビルを建設することによって、たて空間を伸ばす
しかない。都市がコンクリトの森のように変貌し、人々が林立する高層ビルの中に居住すること
になった。これに伴って、建物の共用部分の帰属と利用をめぐる紛糾も多発してきた。建物区分
所有理論は各国の立法に受け入れられるようになったが１、建物区分所有権の概念、本質などの
問題に関して学問上の論争が依然として絶えることがなかった２。本稿は建物区分所有権の専有
部分、共用部分と構成員権などといった論点のうち、区分所有建物の共用部分のみをとりあげ、
議論することによって立法と司法実務に資することを試みる。
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１　民法理論の研究によれば、建物区分所有権の原形は、ローマ法時代から形成され、近代における建物区分所有権制度
は、1804年の『法国民法典（フランス民法典）』によって始めて完成された。20世紀以降、都市化の加速につれ、諸
国が民法典の中に取り入れるほかに、特別立法という形で建物区分所有制度を確立するに至った。楊立新『共有権研
究』（高等教育出版社、2003年）359頁～361頁参照。
２　建物区分所有権概念について、学説上「一元論」、「二元論」、「三元論」及び「四元論」といった見解が対立している。
建物区分所有権の性質についても、「複合所有権説」、「独立所有権説」、「共有権説」、「利益享受部分説」が主張され
ている。しかし、いずれの学説にせよ、次の問題に直面し、その問題の解決に務めなければならない。つまり、所有
権者にとっては、高層マンションの一戸を購入した場合には、単独所有の住宅を購入した場合に比べて一層複雑な法
律関係に直面しているということである。具体的にいえば、①所有権者は構造上および使用上の独立性を有する建物
の部分に対して、法律に基づいて占有、使用、収益および処分をし、他人の干渉を排除する権利を有する、②区分所
有建物の共用部分に対して共同に使用、収益する権利を行使する一方、公租公課を負担する義務がある、③他の区分
所有権者とともに建物の構造上、権利の帰属上及び使用上という密接な関係から形成される建物の管理団体の一員と
しての権利、義務関係である。
都市住宅制度改革以前、わが国は長期にわたって政府の所有で都市居住建物をコントロールす
る都市住宅制度が実施されていた。都市においては、居住の需要は市場を通らず、すべて政府の
福祉分配政策に基づいて、需給関係を維持してきた。都市住民は廉価の家賃で国有建物に住むこ
とができ、建物の維持･修繕などのすべてを関連管理部門に任せるという形になっていた。そこ
で、居住者は与えられる住宅の居住面積と方角などのみに関心を寄せ、共用部分に対しては無関
心であった。しかし、都市住宅制度改革以後、国有住宅が私有財産に変わり、特に住宅が商品化
することによって、居住者は所有者としての立場を体験させられるようになった。すなわち、区
分所有権者は財産権を享有する反面、修繕、公租公課などの財産上の不利益を負担しなければな
らない。従って、区分所有建物の共用部分に関して、かかる費用の負担（修繕と保険を含む）、
使用権限および収益分配などの問題を解決するために、共用部分の区分が重要な前提問題となっ
ている。
20世紀80年代中期（都市住宅制度改革以前）実施された『民法通 （民法通則）』の中に相隣
関係の規定があったが、建物区分所有権に関する規定がおかれていなかった３。区分建物の共用
部分に関する区分の規定は主に省令と条例の中に断片的に存在していた。建設部はかつて1989年
に『城市 房屋管理規定（都市隣接不動産管理規定）』を頒布し、「構造が連結し、又は共
有（共用）設備と付属建物を有し、しかも異なる所有権者の共有に属する建物」の管理に関して
規定を制定して、建物の共有、共用部分の使用、修繕などについての規定を設けた。しかし、当
時、住宅制度改革がまだ広範に推進されていなかったため、この規定は建物を所有する各機関、
団体、部門間の区分所有問題解決の基準にしかならなかった４。その後、国務院が都市住宅制度
改革に関する法律規制公文書の中で関連問題を触れたものの、いずれも明確的な共用部分の概念
を使用せず、「共用部位」、「共用設備･施設」といった表現を用いた５。建設部および地方政府は
その後の省令と条例の中で同様の表現を踏襲した６。
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３　相隣関係は建物区分所有権と異なり独立した民事上の権利でもなければ、独立した物権の一類型でもない。相隣関係
は、隣接する不動産間の法律関係を解決する法制度であり、所有権への当然の拡張および制限である。
４　同規定は2001年に改正され、17条が、「個人に売却する隣接国有住宅は、その共有部分と共用設備の維持・修繕する
方法について別に定める」と規定している。
５　『国■院■于■■城■住■制度■革的决定（都市住宅制度改革の推進に関する国務院決定）』（国発［1994］43号）23条
は、「売却済住宅の修繕･管理を強化し、住宅の修繕及び管理市場の社会化を発展させる。従業員が購入した住宅は、
その室内の修繕費用を各購入者の負担とする。マンションの売却後、共用部分、共用施設の修繕積立金を作る。現行
都市住宅の管理体制を改革し、所有形式の多様化する不動産管理業者を発展させ、社会化された住宅建物の修繕、管
理サービスに務める」と定めている。また『国■院■于■一■■■城■住■制度■革加快住■建■的通知（都市住宅
制度改革の一層の推進および住宅建設の加速に関する国務院通知）』（国発［1998］23号）27条は、「売却済住宅の修繕及
び管理を強化し、建物の共用部分、共用設備･施設のための修繕積立金を設け、当該修繕積立金の管理、使用に関す
る区分所有権者の監督制度を完備させる」と定めている。
６　詳細は、建設部の『住宅共用部位共用■施■■■修基金管理■法（住宅の共用部分、共用設備･施設の繕積立金の管
理方法）（建住房［1998］213号）３条、『无■市住宅共用部位共用■施■■■修基金管理■法（無錫市住宅共用部分、共
用設備･施設の修繕積立金の管理方法）』、『■西省城市住宅共用部位共用■施■■■修基金使用、管理■法（■行）
〈■西省都市住宅の共用部分、共用設備･施設の修繕積立金の使用管理方法（試行）〉』など参照。
政府の視野において、共用部分の区分規定は主に建物の修繕費用の解決と建物の管理のためで
あった。たとえば、建設部が制定した『公有住宅售后■修■■管理■行■法（公有住宅売買後の
修繕･維持の管理暫定方法）』（1992年）と『住宅共用部位共用■施■■■修基金管理■法（住宅
共用部分、共用設備･施設の修繕積立金の管理方法）（1998）いずれにもこのような趣旨が反映さ
れた。地方政府も相次いだ条例の中に共用部分の使用、および関連する費用の分担と利益の分配
などの問題に関する多数の基準を定めた。しかし、「共有部分、共用設備･施設」に関する区分規
定が多種多様であり、矛盾するところが多く見られた。前述した建設部の制定した『公有住宅売
却後の修繕･維持の管理暫定方法』と『住宅共用部分、共用設備･施設の修繕積立金の管理方法』
にしても、内容的には統一されず、大きな隔たりが存在している７。また、各地の規定も一致せ
ず、建設部の規定に沿うものもあれば８、独自のものもあった９。2007年施行された物権法の中で
は、共用部分に関する規定を創設したものの、依然として明確な定めがないのが現状である。こ
のように基準の曖昧さと不統一のゆえ、区分建物共用部分の区分に困難を来し、実務上の混乱も
生じてきた。実際に、駐車場、車庫の帰属問題などすでに紛争の引き金になっている。建設部の
『住宅共用部分、共用設備･施設の修繕基金管理方法』の中で、「建設費は住宅の売却価格に計上
済み」であり、かつ「非営利」の駐車場、車庫のみが共用施設になると規定している。物権法74
条も共有の道路または他の場所を利用する駐車場は区分所有権者の共有となるが、建物区画内の
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７　前掲建設部1998年の規定によれば、共用部分とは、建物の主体の耐力構造部分（基礎、内外部耐力壁、柱、梁、床板、
屋上などを含む）、外部壁面、玄関、階段、回廊などを指す。共用設備･施設とは、区分所有建物において、建設費が
すでに住宅販売価額に計上済みの共用道管、パイプ、雨水排水管、水タンク、加圧水ポンプ、エレベーター、アンテ
ナ、配電線路、照明設備、ボイラー、湯暖房配管、ガス管線、消防用設備、緑地、道路、街灯、排水溝、池、井戸、
非営利駐車スペース、共益性のある活動用施設及び共用設備･施設に使用される部屋などである。これは、建設部
1992年の『公有住宅売却後の修繕･維持の管理暫定方法』の中の規定とは一致していない。後者の規定は、住宅の共
用部分については、建物の耐力構造部分（屋上、梁、柱、内外部の主体壁と基礎などを含む）、外壁面、階段、回廊、
玄関、建物内部の駐輪場所などである。住宅の共用施設･設備とは、共用水道管、雨水排水管、郵便ポスト、ごみ排
出通路、煙突、配電幹線、共用照明、アンテナ、湯暖房管線、ボイラー室、高圧ポンプ室、消防用施設、エレベータ
ーなどである。
８　例えば、江蘇省の『住宅共用部位共用■施■■■修基金管理■法（住宅の共用部分、共用施設･設備修繕積立金の管
理方法）３条は、前記建設部1992年の規定３条を採用したものである。
９　『无■市住宅共用部位共用■施■■■修基金管理■法（無錫市住宅共用部分、共用設備･施設の修繕積立金の管理方法）』
２条は、本規則がいう共用部分とは、住宅の主体構造における耐力部分（基礎、内外部耐力壁、柱、梁、床板、屋上
などを含む）、外壁面、玄関、階段、回廊などであると規定している。また、本規則がいう住宅の共用施設･設備とは、
区分建物およびその敷地内において、区分所有権者全員が共同で使用する水道、パイプ、雨水排水管、エレベーター、
アンテナ、緑地、道路、排水溝、池、井戸、非営利駐車スベース、共益性がある活動用施設及び共用設備･施設に使
用される部屋などであると規定している。『■西省都市住宅の共用部分、共用設備･施設の修繕積立金の使用管理方法
（試行）』３条は、本規則がいう共用部分とは、住宅の主体構造における耐力部分（基礎、内外部耐力壁、柱、梁、床
板、屋上などを含む）、外壁面、玄関、階段、回廊などであると規定している。本規則がいう住宅の共用施設･設備と
は、居住区域内において、区分所有権者全員が共同で使用する水道管、パイプ、雨水排水管、水タンク、加圧ポンプ、
エレベーター、アンテナ、配電線路、照明設備、ボイラー、ガス管線、消防用施設、緑地、道路、街灯、排水溝、池、
井戸、非営利駐車スペース、共益性がある活動用施設及び共用設備･施設に使用される部屋などであると定めている。
但し、次の各項目は住宅の共用施設･設備には該当しない。すなわち、①敷地内における市政公共事業に属する道路、
下水道、緑地、水道、ガス管線など、②敷地内における配電、通信、テレビ、ラジオなどの各部門が管理する配電、
通信、及びケーブルテレビの配線など、③敷地内における区分所有権者の共有に属さないその他の施設・設備である。
駐車場、車庫は共用部分にならないと定めている。そのため、区画内の車庫が区分所有権者以外
の第三者の所有になる可能性が出てくる。現実に不動産業者は建物を売買する際に、一定の緑地
や屋上を特定の購入者に付随贈与すると約束することもある。しかし、物権法と関連規定によれ
ば、緑地と屋上も建物区分所有者の共有部分となるはずであるが、不動産業者のこのような処分
行為の効力はいったいどうなるのであろうか。また、一階の住戸はエレベーターを使用しないの
で、その費用を負担すべきであろうか…このような問題を考える際、共用部分に対して明確に区
分することが避けられないことである。
２、共用部分の意味と趣旨
区分所有建物における共用部分とは、区分所有権者の共同使用に供する部分をいう。区分所有
建物の中では、専有部分は土台のような存在であり、共用部分は各専有部分を結びつける枢軸の
ように、各専有部分のスムーズな利用に必要とされる10。わが国の学説によれば、区分所有建物
の共有部分には以下の四つの部分が含まれている。①建物の基本構造部分。例えば、柱、屋上、
外壁、地下室など。②建物の共用部分および付属物（例えば、階段、消防設備、廊下、水道タン
ク、水道管、湯暖房設備）、及び特定の区分所有権者の使用のみに供する共有部分（たとえば、
各階の間の床板、隔壁などは相隣区分所有権者のみの共有となる）。③建物の基礎部分の使用権
は法律上では建物区分所有権者全員の所有に属する。④敷地内の緑地、道路、共益性がある活動
用施設及び共用設備･施設、塀、門など、および地上と地下にある共有物、ならびに水道、電気、
照明、消防、セキュリテイなどの設備、または管理人室は、法律上では国所属と特定の法人所有
を除き、原則上区分所有権者全員の共有となる（１）。これに対して、共用部分は、①専有部分以外
の部分（エレベータ、廊下など）と、②非専有の付属建物（屋根つきの駐輪場など）が含まれる
と主張する学者もいる（２）。筆者は、区分所有建物において、専有部分を除き、他のすべてが共用
部分となると考えている。ただし、敷地内に行政管理など公的部門に属する都市道路、排水、緑
地、都市ガスと水道の配管、および電気供給、通信、ラジオ、テレビなどのような市政設備、公
共施設を除く。
以上のような学説上の分類は単なる理論上の論争あるいは言葉遊びではなく、問題の核心は、
不動産業者が区分所有権者以外の第三者のために、区分所有建物における共用部分の所有権を留
保できるかという問題である。筆者は、区分所有建物において、公益性のある施設または市政施
設を除き、すべては区分所有権者に属する専有部分と共用部分から構成され、区分所有権者以外
の第三者が所有権の主体とならないと考えている。わが国の実務上、不動産業者が車庫の所有権
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10 この点について、日本の学者たる我妻栄先生は、「建物区分所有権において、その利用を決定するのは所有ではなく、
利用によって所有が決定されるのである。これは、伝統的物権法理の譲歩でもある」と述べている。劉徳寛『民法諸
問題与新展望』（中国政法大学出版社、2002年）34頁より引用。
を留保し、区分所有権者に賃貸するというやり方もよく使われている。しかも、このようなやり
方はほぼ新しい物権法によって承認されている。物権法74条２項は、建物敷地内において、自動
車駐車場に割り当てられた区画、車庫の帰属については、当事者が売買、区分所有権取得付随贈
与または賃貸などの方法により約定すると規定している。この規定の妥当性について議論する余
地があると思われる。アメリカのような車がすでに生活の必需品となっている先進国では、車庫
の帰属問題に対して厳格な規定を設けることが多い。その内容は、区分所有権者以外第三者に区
分所有建物の自動車駐車場の所有を禁止し、自動車駐車場を専有部分として単独売買してはなら
ないとする。その目的は、主に区分所有権者以外の第三者が、区分所有建物の駐車スペースを独
占することによって、区分所有権者から高額の駐車料金を徴収することを防止するためである（３）。
民法本来の共有概念と違い、区分所有建物における共用部分は特殊性を有する。①主体身分の
複合性、つまり、共用部分の持分権者は専有部分の所有者でなければならない。②客体範囲の広
範性、共用部分には法定共用部分以外に約定共用部分も含まれている。③権利変動の特殊性、
区分所有権者の変更は専有部分の所有権に付随し、専有部分を移転する際には、他の共用者に優
先買取権が発生しない。また、共用部分の持分権者は共用部分に対して分割請求することもでき
ない。共用部分の持分権者の共用部分に対する分割は、共用の目的に反し、結局、区分所有権者
がお互いに不利益を被ることになるからである（４）。不可分性と付随性は共用部分のもっとも顕著
な特徴である。共用部分の付随性とは、共用部分に対する共有者の持分は、その共有者の有する
区分所有権の目的たる専有部分に付随してのみ処分（譲渡、権利設定）可能である。つまり、共
用部分の共有持分は専有部分の維持、利用と不可分の関係にあるので、専有部分と分離して処分
することができず、専有部分と同じ運命に帰着する（５）。
区分所有権者は、共有部分に対する権利として主に使用権、収益権、修繕改良権を有する。共
用部分に対する使用権とは、共用部分持分権者が建物および付属建物の共用部分を使用できる権
利である。ただし、使用権限を行使する際、法律と管理規約によって制限され、原則上排他性は
ないが、例外が認められる。たとえば、集会議決に基づき地下駐車場の使用権を各区分所有権者
に配分することなど（詳細の論述は以下の５の部分に譲る）。収益権とは、共用持分権者が共有
部分から生じる利益を取得できる権利である。たとえば、共用庭の賃貸、屋上や外壁を用いた募
集広告による収益などである。これらの収益は、すべて区分所有権者全員の共同利益として法律、
管理規約あるいは集会議決に従い、建物の管理費用や修繕費用に充当する11。修繕改良権とは、
共用部分の持分権者が居住、その他の用途に応じ、共用部分に対して本来の性質を損なわない限
り、修繕、改良をする権利である。
一方、区分所有権者は共有部分に対して以下の義務を負わなければならない。①共用部分本来
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11 例えば、中国『物 管理条例（住宅管理条例）』55条の規定である。
の用途に従って共用部分を使用することである。つまり、共用部分の持分権者は共用部分の種類、
位置、構造、機能、目的、管理規約の目的に合わせて合理的に共用部分を使用するということで
ある。例えば、共用の廊下、階段に私物を置き通行を妨害したり、廊下の一部を囲みこみ、個人
使用する行為が禁じられ、消防階段に私物を置いたり、通常階段として利用してはいけない。ま
た消防通路での自転車の駐輪や屋上での違法建造物の建設などが禁止されている。ただし、建物
に影響を及ぼすことがなく、区分所有権者の共用利益に反しないかぎり、集会の決議を得たうえ
で共用部分本来の用途の枠を超えて使用することが可能である。たとえば、屋上における空中ガ
ーデンの造設などである。②共同費用を分担する義務である。区分所有建物に対する管理、修繕、
維持、改良という行為から生じた費用はその共用部分の持分権者が各自分担すべきである。その
費用は一般的に、共用部分に対する日常の修繕と取替え費用、管理費、公租公課および其の他の
出費などが含まれる。③修繕、保存義務である。つまり、共用部分の持分権者は、共有部分の元
来の機能を改造、破壊することが禁じられ、共有部分の正常の状態を維持、保存すべきである。
④共用部分の単独処分を禁止する義務である。これは共用部分の付随性と不可分割性に対応する
ものであり、上述したとおり、ここでは贅言を省く。
ところで、共用部分に対して分割請求することができないのであるが、各共用部分の持分権者
は、その持分の割合に応じて権利を享受し、義務を負担する。諸国と各地区の立法例の中に、こ
の持分の割合を確定する方式を規定するのが一般的である。例えばわが国台湾地区の『公寓大厦
管理条例施行 （マンション管理条例施行細則）』中に、区分所有権の割合は区分所有権者の
持つ専有部分の面積と建物の専有部分の総面積との比例であると規定している。わが国物権法80
条にも、建物およびその付属設備にかかる費用の分担、収益の配分などの事項について、約定が
ある場合、約定に従うが、約定がない場合、または約定が不明確な場合、区分建物所有権者が有
する専有部分は建物総面積に占める割合に応じて確定すると規定している。しかし、この規定の
中で、間違った計算方法が定められている。専有部分の総面積と建物総面積とは異なる概念であ
り、前者専有部分総面積と建物の共用部分の合計は後者建物総面積になるからである。この規定
による計算上の困難は、今後の立法解釈の中で補う必要である。
３、共用部分を区分するルートの選択：法律と規約
共用部分の区分に関して、法律規定と規約はどんな役目を果たしているかという問題をまず、
先決問題として取り上げる。この問題を考える際に、共用部分の所有帰属および性質について考
えなければならない。区分建物において、すべての財産が区分所有権者の専有または共用（特定
の区分所有者の共有と全区分所有権者の共有を含む）になるので、区分所有権者は所有権を持つ
以上、その財産に対して占有、使用、収益という権限を行使することができる。専有部分につい
ての問題は民法上の不動産所有権の規定によって解決できるが（所有権に対する制限を含む）12、
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共用部分については単なる当事者の自由意思に任せると、共用部分の不利益になりかねない。ア
リストテレスがいったように、「最多数の人間のいる公共分野に常に最小限の関心しかえられず、
人間は公共領域に対して自分に関係する事柄しか興味を持たず」（６）、それ故、その共有財産権が
「共有地の悲劇」13（７）に遭遇しないよう、強制規定と集団内部のルール作りに頼る必要がある。
ここで、所謂共用部分に対する規制は法律または規約によって定められるということである。
法律は国家の強制力と公権干渉の現れであるが、規約は区分所有権者の意思自治の反映である。
区分所有建物における共用部分は性質上私有財産に属するので、規約によって規制することがも
っとも私法上の意思自治原則に適合するといえる。しかし、そもそも完全な意思自治はありえず14、
まさに 永 教授が言われたように「当事者の意思自治の自由はあくまでも国家が設定してお
いた違う高さの柵の中で流動しているように、私的自治の領域に事実上国家の強制力が充満して」
おり、「国家は私法関係の形成から消滅まで、終始傍観者的な存在ではない」から（８）。法律規定
は強行規定と任意規定に分けられているが、前者は遵守する義務があり、規約のような方式によ
る排除が禁止されている一方、後者は私法関係の主体の選択するところによって適用することが
可能である15。そこで、区分建物の共用部分を区分する際には、法律規定と規約の相互関係につ
いて深く検討することが必要である。
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12 区分所有建物の特殊性から、区分所有権者は専用部分の使用についても多数の制限を受けている。例えば、ドイツの
『住宅 法（住宅所有権法）』は、住宅の所有権者は専有部分の所有権を行使する際、建物全体の使用目的を配慮
しなければならず、他の所有権者の権利を害してはならないとしている。また、個人の利益のために、所有権者全員
の共同の利益を害してはならないと定めている。日本の『有 建筑物区分 有等之法律（マンション法）』６条１項は、
「区分所有者は、建物の保存に有害な行為その他建物の管理又は使用に関し区分所有者の共同の利益に反する行為をし
てはならない」と規定している。台湾『公寓大厦管理条例（マンション管理条例）』５条も、「区分所有権者の専有部分
に対する利用は、建物の正常な使用を妨げ、区分所有権者の共同の利益に反する行為をしてはならない」と定めている。
13 Garrett Hardinは、1968年にアメリカの雑誌『サイエンス』で発表した論文の中で、多数の放牧人が公共牧場で放牧
する場合には、利益の内部化とコストの外部化がともに利益によって駆使されるがゆえに、家畜の数を増やすことに
なり、次第に過剰放牧によって牧場の限界に達してしまい、そして最終的に牧場を衰退に導くと指摘した上に、以下
のように結論を提示した。すなわち、「これは、悲劇である。全員が、一つのシステムに閉じ込められており、全員
が限られた世界に自制なく自己の家蓄の数を増やすように、このシステムに強いられている。共有地の自由使用を信
奉する社会では、個体が自己の最善の利益を追求し、そして全員ともに崩壊という共通の目的地を迎えていく」。See
Garrett Hardin, The Tragedy of the Commons. Science,pp1244.
14 曾世雄教授は、人間性の醜悪という観点から私的自治の原則に合理的な制限を加えることによって、私的自治の弊害
を防止しうると主張する。「利己心が相当な程度まで放任されると、人類社会における社会生活資源の合理的な配分、
ひいては他人の生存にも影響を与えかねない。したがって、私法自治の原則が既に確立されたとはいえ、私的自治の
範囲を制限する主張が後をたたず、しかも速やかに賛同を得て制度化されるケースも多い」。詳細は、曾世雄『民法
総則之現在与未来』（中国政法大学出版社、2001年）20頁参照。
15 蘇永 教授は、私法上における強行規定と任意規定について独特な思考を試みる。教授は、外見上任意規定と対立す
るように見える強行規定は、実際は、任意規定と強行性の相違しか持たず、機能上から言うと、ほとんどの場合は、
異なる角度から私的自治を支えると考える。すなわち、「強行規定は人々の特定の行為を強制し又は禁止するもので
あると考えるよりも、むしろそれは、取引のコストを削減し、あるいは、取引を指導し、自治の基盤を構成し、裁判
官に裁判規範を提供する機能を有するものであると考えるべきである」。詳細は、蘇永 『走入新世紀的私法自治』
（中国政法大学出版社、2002年）17～20頁参照。筆者はここで決して強行規定と任意規定との間の境界線を抹殺する
つもりはない。まさに一部の学者が言われたように、「任意規定と強行規定との区別は、『当事者』が自己の意思で、
または相手方との合意によって適用される規定の適用を拒否できるか、またはその内容を修正することができるか否
かというところにある。つまり、当事者間にそういう決定権があれば、適用される規定は、任意規定となり、それで
なければ、強行規定となる」。黄茂栄『法学方法与現代民法』（中国政法大学出版社、2001年）124頁参照。
諸国の立法･判例を見てみると、共用部分の決め方として、主に二通りがある。
第一方式は、法律規定の中でまず建物の専有部分を定めておき、その専有部分を排除する形で
共用部分を決めるという方法である。たとえば、わが国台湾地区の『公寓大厦管理条例（ション
管理条例）の中に、「共用部分は共同居住者に供するマンションの専有部分以外の部分および専
有に属さない付属建物である」16と定義している。アメリカの統一区分所有不動産法（the
Uniform Condominium Act）1.3条４項にも、共有部分は住宅の専用部分以外のすべての部分で
あるとされている。また、日本の『有 建筑物区分 有等之法律（マンション法）』中の規定に
も、共用部分は専有部分以外の建物の部分を指す旨の同趣旨の規定がある。専有部分の区分につ
いて、法律規定の中で抽象的な原則規定のみを設ける国（ドイツ住宅法）もあれば、列挙方式で
専有部分の実例をあげ、規約の中で約定しないときまたは不明確のときに限り、適用すると規定
する国（アメリカの統一区分所有不動産法）もある17。
第二方式は、法律規定が原則的な規則を定める同時に、詳細に共用部分の範囲を列挙し、規約
に約定せずまたは不明確な場合にかぎり、はじめて法律規定を適用するという決め方である。例
えば『意大利民法典（イタリア民法典）』1117条によれば、「権利証書に異なる規定がない場合、
建物の以下の部分は区分所有権者の共有となる。①建物の敷地、基礎、構造壁、屋上、階段、門、
廊下、ロビー、天井および其の他必要な共用部分、②管理人室、洗濯場、暖房供給センター、お
よびほかの公益性のある設備の設置場所、③共有者全員の使用に供する工作物、施設、建物（た
とえば、エレベーター、井戸、貯水プール、水管、下水道、排水溝および各共有者に専属するま
で水道、電気、ガス、暖房などの設備の一部）」（９）。
以上の二つ方式はそれぞれ長所をもっているが、重要なことは法律規定と規約それぞれの役目
を果たさなければならないことである。両方式いずれも法律強行規定に違反しないことを前提と
して、区分所有権者全員が集団決定組織を通して、区分所有建物の特徴に応じて柔軟な規則を制
定することによって、法理と実際の需要を満たすということになる。第二の方式は規約で約定し
ないときまたは不明確のときに、はじめて法律を適用することになるから、操作性の面でもっと
優れていると思われるが、各国の実務上からみると、規約の中で明確に区分所有建物の共用部分
を区分することは重要な任務の一つとされている。
管理規約は区分所有者自治の規則であり、諸国と各地区において一致した名称が見られるわけ
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16 本条例における区分所有建物の専有部分の区分に関して、次のように定められている。「専有部分とは、使用上独立
性を有し、かつ区分所有の対象とされるマンションの一部分である」。
17 アメリカの統一区分所有不動産法は次のようにマンションの専有部分の区分を確定する。区分所有建物総協議書にお
いて別の定めがある場合を除き、区分所有建物の境界線は以下のように区分する。つまり、区分所有建物総協議書は、
住宅の壁、地面及び天井が住宅の境界線であると定めた場合は、全ての床板、敷板、壁板、石膏板、上塗り層、嵌板、
タイル、壁紙、ペンキ、加工地面、及び室内に最終加工面を構成するすべての材料は、その住宅の一部分に属する。
それ以外、壁、地面及び天井その他の部分は、全て共有部分に属すると規定している。
ではないが、わが国には、区分所有権者暫定公約と区分所有権者公約の二種類がある。
通常、区分所有権者暫定公約が締結される時点では、区分所有権者はまだ存在していないので、
暫定公約によって共用部分を区分することが潜在的な区分所有者の利益保護になるのであろう
か。これに対して、わが国では、建設部の公布した暫定公約手本は、一定の規制を与えているが、
公権機関に干渉権限を付与していない。この問題について、わが国台湾地区とアメリカの規定は
参考に値する。わが国台湾地区の『マンション管理条例』第56条は建物建築許可を申請する際、
審査機関に当該規約草案18（わが国の暫定公約に相当するもの）および専有部分、共用部分、約
定専用部分、約定共用部分の設計図を提出しなければならないと規定している。規約草案は承認
された後、即ち、規約が区分所有権者集会で制定される前に、規約と見なされる。しかも、建築
許可書を取得するまで、売却が禁止される。また、58条２項は、不動産業者または建築業者は共
用部分（法定空地、法定駐車スペース、法定防空設備を含む）を特定の者に売買したり、区分所
有権者もしくはそれ以外の特定の第三者のため専用使用権を設定したりすること、または区分所
有権者の利益を害することを禁止している。アメリカでも区分所有建物を建築する際に、区分所
有建物総協議書（Condominium Declaration）という書類を揃える必要があるが、これもわが国
暫定公約と類似ものである。アメリカ各州の法律においては、区分所有建物を建築する業者は法
律の定めた内容に従って区分所有建物総協議書を作成し、不動産登記機関で記録に掲載するとと
もに、区分建物の登記を完了してから、はじめて販売することが可能となる（10）。この協議書の中
で最重要な内容は、区分所有建物の専有部分と共用部分に関して明確に区分することである19。
不動産業者には建物を販売するとき、購入者に区分所有建物総協議書と付属書類（区分所有建物
の平面図と住宅内部の平面図、断面図）を提供する義務が課されている。
要するに、台湾の規約草案とアメリカの総協議書においては、いずれも共用部分に関して明確
に区分し、専有部分と共用部分の図面を付すことが要求され、その修正に厳格な手続が設けられ
ている。これらの書類は、政府の審査機関による審査を受けないと効力を生じないので、不動産
業者が建物を販売する際の前提条件となる。不動産を販売する際、購入者に対する説明義務が生
じ、潜在的な所有者の知る権利などの権利保護がその目的である。現在、わが国の区分所有権者
暫定公約においては、共用部分の区分に関する規定が少なく、しかも法律規定には、暫定公約を
修正する権限と内容に対する制限も存在していない。
区分所有権者公約は集会で可決された区分所有建物の管理を規制する自治規則である20。法律
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18 その内容は「マンションの建造者は建築許可を申請する際に、規約草案を説明する専有部分、共用部分、約定専用部
分、約定共用部分の詳細の図面を提出しなければならない。設計の変更時も同様である。前記の規約草案は受け入れ
人の同意を得て、集会での規約が制定されるまでに、規約と見なされる。」
19 アメリカの統一区分所有不動産法2.5条１款によれば、区分所有建物総協議書に含まれる内容の５項は「住宅の境界と
番号を説明する」、６項「法律規定に定められた部分を除き、他の専用使用権を設定した共用部分を説明する」、7項
「今後、専用使用権を設定した共用部分になる見込みのある他の共用部分を説明する」
に抵触しない限り、区分所有権者公約は区分所有権者暫定公約を修正することができるが、区分
所有権者暫定公約中の共用部分に関する区分規定を修正する場合、通常、厳格な法律制限を設け
ることが多い。例えば、アメリカの統一区分所有不動産法の規定において、区分所有建物総協議
書を修正する場合（平面図の修正を含む）、所有権者の三分の二以上の投票によって決定すると
いうことになっている。区分所有権者全員の同意に至らない限り、不動産業者の開発権限の拡大、
区分所有建物の住戸数の増加、各住宅外部区分の変更、各住宅の共用部分に対する持分の修正、
および住宅本来の用途を変更することができない。また、各住宅の本来の用途を変えることがで
きないとされている。台湾地区の『マンション管理条例』33条は、規約草案に確定された専有部
分を集会によって約定共用部分と決定した場合、その専有部分の所有権者の同意が必要であると
規定している。また規約草案の中に確定された約定専用部分を変更する場合、その約定専用部分
の権利者の同意が必要となる（その約定が明らかに公共利益に反して、管理委員会または管理責
任者は確定訴訟を提起する場合を除く）。
以上のように、不動産業者は区分所有権者暫定公約を登記することが必要であり、契約時、購
入者に説明する義務がある。そうすることで、購入者は常に暫定公約から建物の共用部分の状態
を確かめながら、購入意識を決定していくわけである。購入者にとって一種の合理的な期待権で
ある。したがって、安易な暫定公約の変更は許されない。たとえ集会の決議をもって変更すると
しても、法律上の制限を受ける。
４、法定共用部分と約定共用部分
法定共用部分と約定共用部分という分類がほぼ学説上で認められているが、その分類の理論的
根拠について議論する余地がある。学説上、法定共用部分というのは、性質上区分所有権者の共
同使用に供する部分と建物自身の安全性、完全性を維持する部分をいう。約定共用部分とは、区
分所有権者間で特定の専用部分を共用部分とに約した場合、当該特定の専用部分を約定共用部分
という（11）。この分類の仕方に対して、性質上または構造上の独立性を有しない部分（例えば、基
礎、階段、共用出入口、梁、柱など）を法定共用部分といい、性質上または構造上の独立性を有
するが、当事者間の合意で共用部分と約した部分を約定共用部分（レクリエーションルームなど）
という学説もある21。前者の基準が法律規定と規約いずれに視点を置くかに基づくのに対して、
後者は構造上と利用上の独立性の有無を強調している。
筆者はこの問題を考える際に、まず、重要な問題として以下の点を明らかにする必要があると
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20 区分所有権者公約の定義及び性質についても、多数の説が存在し、一致に至らない。詳細は、陳華彬『現代建築物区
分所有権制度研究』（法律出版社、2007年）259～261頁参照。
21 寇彦江「建築物区分所有権制度の構図------兼立法草案の条文批評」『比較法研究』（2002年第２期）37～38頁。鐘明霞
「建築物所有権者の共有部分の使用に関する立法研究」『政治与法律』（1998年第２期）45頁参照。
思う。
第一、法定共用部分と約定共用部分の区別基準として、法律規定によるべきか規約によるべき
かという問題である。
法定共用部分と約定共用部分の区別基準について、いったい建物の構造上と使用上の独立性の
有無を重視すべきか、それとも法律規定又規約に基づくべきであろうか。学説および台湾地区の
立法例から見れば、建物構造上と使用上の独立性があるか否かによって法定共用部分と約定共用
部分を判断するということになる。所謂、建物の自然状態によって区別する。具体的にいえば、
まず、構造上と使用上の独立性の有無により、区分所有建物は共用部分と専有部分とに分けられ、
専有部分とは、「建築構造上と使用上の独立性が有し、かつ単独的に所有権の客体になれる部分」
である（12）。そのほかの部分が共用部分となる。ここで、共用部分はすべて法定共用部分を指すが、
当事者間で一部の専有部分を共用部分と約すとき、その専有部分は約定共用部分となる（例えば
トレーニング室、レクリエーションルームなど）。
しかし、他の立法例からみると、上の分類基準が必ず当てはまるとは限らない。例えば、イタ
リアでは、法律規定は実例を挙げるという形で共用部分を明確に規定するが、異なる約定がない
場合、法律規定を適用するという任意規定もあるので、法律規定に強制力がなく、規約が優先的
に適用されることになる。また、わが国の学者はよく管理人室を法定共用部分と解する。しかし、
管理人室は構造上と使用上の独立性を有し、上の分類基準によれば専有部分となり、専有部分は
当事者間の約定によって約定共用部分になるはずであるが、ここでの根拠は直接の法律規定であ
るので、もし、上の分類基準に基づき解釈すると、理論上の説明がつかない。したがって、法定
共用部分と約定共用部分は異なる立法例のもとで、事情が変わるということが言える。
第二、約定共用部分は専有部分を共用部分に転化することを可能とするのに対して、区分所有
建物の共用部分に一定の条件の下で特定の区分所有権者のために、専用使用権を設定することが
できる。区分所有建物は構造上と使用上の独立性によって専有部分と共用部分と区別することが
できる。専有部分とは「建築構造上と使用上の独立性を有し、かつ単独に所有権の客体になりう
る部分」である22。そのほかの部分は共用部分となる。しかし、法律規定または規約の約定に基
づき、本来の専有部分も共用部分に変わることがある（トレーニング室、管理人室）。一方、本
来ならば共用部分であるが、指定することによってその上に専用使用権を設定することができる
（例えば、専用使用権を設定した車庫、外壁など）。
第三、区分所有建物において、法律規定と規約の約定いずれによるかにかかわらず、いったん
共用部分に確定されれば、共用部分の持分権者は共用部分に対して使用権、収益権、修繕改良権
を取得すると同時に、義務を負担することとなる。その義務には、以下の内容が含まれる、①共
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22 中国社会科学院『物権法草案建議稿』90条、梁慧星主編『中国物権法草案建議稿』（社会文献出版社、2001年）参照。
用部分を本来の用途に従って使用すること、②共同費用を負担すること、③共用部分に関する維
持･保存義務を負うこと、④単独に共用部分の処分を禁止することである。したがって、共用部
分の持分権者が共用部分に関して有する権利･義務は、その定める基準となる法律か、規約かに
かかわらず、異なるところはない。すなわち、法定共用部分と約定共用部分の区分は結果的に意
味を持たないということである。
区分所有建物にとって、共用部分を明確に区分する意義は建物の安全性、完全性に資し、所有
権者が共用部分に対して使用、収益など権利を行使することによって、自己の権利を実現できる
点にある。そういう意味で約定共用部分と法定共用部分とは、変わるところはないのであるが、
共用部分を法定共用部分と約定共用部分と区別する意義は主に以下の点にある。①通常、共用部
分の持分権者は無料で法定共用部分を使用することができるが、約定部分に関して一定の対価を
支払う必要がある。②各区分所有持分の割合を算定するとき、通常、各専有部分の面積と区分所
有建物内専有部分の総面積の比例で求めるから、その約定部分は建物専有部分の総面積から控除
すべきか否かという問題が発生する。③約定共用部分は約定（一定の手続のもとで）によって専
有部分に変更することができるのに対して、法定共用部分は約定によって特定の区分所有権者の
ために専用使用権を設定することができるが、いかなる方式によっても専有部分に変更すること
ができない。
５、専用使用権を設定した共用部分
専用使用権を設定した共用部分というのは、区分建物の共用部分において、約定によって特定
の区分所有権者に使用させる共用部分である。建物区分所有理論では共用部分は区分所有権者全
員に属し、各区分所有権者それぞれの持分の割合で使用権、収益権を享受するということになる。
しかし、実務上、建物の本来の用途に沿って、一定の共用部分の上に専用使用権を設定し、特定
の者（特定の区分所有権者または特定の第三者）に独占的に使用させることが可能である。例え
ば、区分所有権者以外の第三者に広告看板の設置場所として、区分所有建物の外壁を使わせたり、
最上階の所有者に屋上における花ハウスの増設を承認したり、または地下駐車場の使用権を特定
の区分所有権者に帰属させたりすることが稀ではなく、これは既に法律で認められている。台湾
地区の『マンション管理条例』にもこのような専用使用権が規定されている。そこで、専用使用
権設定の手続、主体、客体、対価、および使用制限などの問題について、検討する必要がある。
区分所有建物の共用部分への専用使用権の設定は、通常規約または集会決議で決定しなければな
らない。例えば、台湾地区の関連規定23によれば、区分所有建物の法定空地、屋上、外壁面、お
よび建物の周辺に関して、規約または集会の決議によって専用使用権を設定することができる。
駐車場について、二つのケースがあり、建造者または建築業者は売買契約書または分割管理契約
書の中で約定すれば、その内容に従い、約定専用部分を使用するが、売買契約書と分割管理契約
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書がなければ、その駐車場は区分所有権者の共用である場合、集会決議によって、駐車場の一部
分を約定専用部分として特定の区分所有権者に専用使用させることができる。専用使用権の主体
には、建物の区分所有権者またはそれ以外の第三者ともになれるが、前者の場合は、例えば、屋
上を利用して花ハウスを作る区分所有権者であり、後者の場合は、外壁に公告看板を取り付ける
公告会社である。通常、建物の共用部分に専用使用権を設定する際は一定の対価を支払うのが一
般的である。例えば、台湾の「内政部」が公表した『マンション規約手本』14条は約定専用部分
の使用費用について規定し、特別の場合24、共用部分の約定専用権者に使用料金を納付する義務
を課している。その収益は区分所有者全員または特定の区分所有権者の共有利益になり、各自の
持分の割合に従って収益を享受するということになる。
確かに、法律は区分所有権者相互間での規約による共用部分の専用使用権設定を承認している
が、すべての共用部分が専用使用権の設定対象になると認めるわけではない。つまり、専用使用
権設定の客体について、性質上、区分所有権者の共同使用に供する部分と建物の安全性、完全性
にかかわり、個別使用にならない部分は、法律上の強行規定によって専用使用権を設定すること
を禁じられている。例えば、わが国台湾地区『マンション管理条例』７条は「マンションの共用
部分を専有部分として独立に使用することを禁じ、以下に該当するものは専用部分と約してはな
らないと規定している。①マンションの敷地　②専有部分をつなぐ廊下、階段、および室外への
通路とロビー、防火通路　③マンションの基礎、主要な梁、柱、耐力壁、床板および屋上の構造
部分　④法令上の使用制限に反する約定専用部分　⑤他の固定使用方法があり、かつ他の区分所
有権者にとって生活利用上不可欠な共用部分。」
専用使用権の制限について、専用使用権者はその共用部分の本来の用途と法律規定にしたがっ
て、建物の主要構造および居住環境を害しないように使用することが要求されている。
アメリカ法上も相当する概念が存在し、それは「専用使用権を指定した共用部分」（Limited
common elements）という。区分所有建物総協議書または法律規定によって一つの住宅または
特定の多数住宅の専用使用に指定された共用部分のことである。アメリカでは法律によって決め
られ、規約による補充が認められているのに対して、台湾法上は、専用使用権を約定する共用部
分と定義し、規約によって決められるので、概念上の意味からみれば、アメリカのほうが幅広い
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23 台湾地区の『マンション規約手本』２条２款、３款、４款は、「マンションの法定空地、屋上は、共用部分に属し、
区分所有権者及び住戸全員の共同使用に供する。規約または区分所有権者集会の決議によらなければ、約定専用部分
と約することができない。当該マンションの周辺、上下及び外壁面は共用部分に属し、区分所有権者全員がその外観
上の使用を維持し、規約または区分所有権者集会の決議によらなければ、広告の設置が禁止される。駐車スペースは、
建造者もしくは建築業者との間の売買契約書または分割管理契約書に基づいて、その約定専用部分を使用する。売買
契約書または分割管理契約書がなく、かつ共同持分に属する駐車スペースが集会決議によって決定される場合は、一
部の駐車スペースを約定専用部分として特定の区分所有権者の使用に供すると約定しうる…」と定めている。
24 この二つのケースには、①建造者および建築業者との間の販売契約書もしくは分割管理契約書上に記載されている駐
車スペースの持分者、または、共用部分もしくは専有部分を無料で使用することを認められている者、②登記機関に
おいて共同使用部分に関して既に専属の駐車スペースの持分権者として記載されている者が含まれている。
と思われる。アメリカ統一区分所有不動産法には関連規定が設けられている。たとえば、管線、
耐力壁、排煙管、構造柱及び其の他の固定装置はその一部分が住宅（専有所有部分）の中にあっ
て、他の部分は住宅（専有所有部分）の外側にある場合、その住宅（専有所有部分）のみに供す
る部分は、専用使用権を指定した共用部分となる。これ対して、二つ以上の住宅に供する部分、
または共用部分に供する部分は共用部分となる。また、住宅外部の日差しよけ屋根、窓バルコニ
ー、ベランダ、天窓、入口の階段、及び設計上は一つの住宅の使用のため、外部にあるドア、窓、
其の他固定装置は当該住宅に専用使用権を設定した共用部分とされる。
以上の規定以外に、専用使用権者を明確にした上で、区分建物総協議書の中で、専用使用権を
指定する共用部分を定めることも可能である。例えば、駐車場を専用使用に指定する場合などで
ある。その変更には区分所有権者の同意を得ることが必要であるが、本来区分建物協議書の中で
専用使用権を指定していない共用部分を改めて専用使用部分に指定する場合、区分建物協議書を
修正する手続を踏まなければならない。
ところで、専用使用権の指定の意義はどこにあるのだろうか。アメリカの学者は、「共用部分
から細分化し、専用使用権を設定することは、不動産の特定の部分を扱う際、より大きい柔軟性
を引き出せるのみならず、不動産を売買する際に、付属設備の扱い方も多様化できる」、「その重
要性は共有と特定の使用権から生じる」と指摘している（13）。例えば、論述したように、法律規定
で定められている住宅内部にある管線、耐力壁、排煙管、構造柱及び其の他の固定装置と、住宅
外部の日差しよけ屋根、花置用のバルコニー、ベランダ、天窓、入口の階段、及び設計上は一つ
の住宅の使用のため、外部にあるドア、窓、其の他固定装置は当該住宅に専用使用権を設定した
共用部分とされる。これらの部分は性質から考えると、本来ならば共用部位となるが、特定の区
分所有権者と緊密な関係を有するため、その使用と維持を特定の区分所有権者に認めることがよ
り現実的である。とはいえ、特定の区分所有権者は制限を受けながら、専用使用権限を行使し、
これらの部分の共用性質を維持する義務がある。たとえば、玄関扉、窓の外部装飾（窓枠、窓ガ
ラスの色）、花置用のバルコニー、ベランダの風格などを個別に改造する行為は禁止され、全体
的に統一しなければならない。同時に、駐車場、倉庫、地下室などは区分建物総協議書によって
特定の区分所有権者に専用使用させることができる。これは共用部位の本来の有用性を生かすと
ともに、管理にも資することが考慮されている。
専用使用権を指定した共用部分の収益と費用の問題について、アメリカの法律規定によれば、
その指定された共用部分の維持、修繕または改良のための行為から生じた費用は、その専用使用
権を享受する者が平等に負担するか、あるいは区分建物総協議書の規定によって合理的に分担す
るということになる。賃貸または有償使用する場合、その収益は、まず、その共用部分の共同出
費に使い、余剰分は建物の全体または集会の共同費用に充てる。
わが国の実務上においても、共用部分である屋上、敷地の一部、外壁面などを特定の区分所有
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権者または其の他の第三者が、花ハウスや専用庭として使用したり、公告看板の設置場所にする
場合のように、専用使用権を指定した共用部分が多数存在している。しかし、具体的な法律規定
が欠如しているため、以下の問題に直面している。①専用使用権を設定する手続が確立されてい
ない。例えば、不動産業者は暫定公規約によらず、屋上や緑地を販売方策として購入者に付随贈
与するという方法で専用使用権を指定する25。②専用使用権を指定した共用部分の使用に対する
制限と対価について明確にされていない。③収益の帰属に関する明確な規定を欠く。以上の問題
点に関しては、今後立法による解決が期待される26。
おわりに
前述したとおり、現在わが国では、建物区分所有権の共有部分を規制する省令と条例がいくつ
か存在しているものの、問題点が多い。第一に、各規定の内容が統一されず、齟齬を来たしてい
る。第二に、規定の多くは修繕積立金に関するもので、重要な内容に関する規定が欠けているの
が現状である27。第三に、法定共用部分の区分についての規定は挙例方式を採用しているが、そ
の内容の妥当性について検討する余地がある。残念ながら、新しい物権法もこれらの問題を解決
できず、区分所有建物の共用部分に関連する条文は僅かに以下の４条のみである。
「72条２項、建物所有者は建物内の住戸、商業用区画を譲渡する場合、その共有部分に対して有する共有お
よび共同管理の管理を併せて譲渡するものとする。」
「73条、建物敷地内の道路は、建物所有者の共有に属するが、ただし、都市部の公共道路に属するものを除く。
建物敷地内の緑地は、建物所有者の共有に属するが、ただし、都市部の公共緑地に属するもの、または個人に属
すると明示されているものを除く。建物敷地内のその他の公共区域、公共施設および建物管理業務用区画は、建
物所有者の共有に属する。」
「74条３項、建物所有者が共有する道路またはその他の場所を占有して自動車の駐車場に用いる区画は、建物
所有者の共有に属する。」
「80条、建物およびその付属設備に掛かる費用の分担、収益の分配などの事項について、約定がある場合、約
定に従う。約定がない場合、または、約定が不明確な場合、建物所有者が有する専有部分が建物総面積に占める
割合に応じて確定する。」
物権法73条は共用部分と専有部分の関係についての規定であり、建物の区分所有においての共
有関係の特殊性と附属性を表したものの、内容的には、抽象的な原則を定めるものでもなければ、
詳細な例挙もできず、結果として73条は共用部分の範囲を明確に確定しようという目的を達成で
きなかったといわざるを得ない。第74条は区分所有権者の共有部分を用いた駐車場は区分所有権
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25 物権法73条は、緑地が、個人に属すると明示されている場合、区分所有権者の共用部分に属さないと定めているが、
「明示」の中身について明確にされていない。
26 適当に運用されるならば、専用使用権を設定した共用部分という概念は、駐車場と車庫に関する問題を有効に解決す
ることができる。例えば、性質上区分所有建物敷地内の駐車場と車庫は共用部分と認定され場合であっても、特定の
手続によって特定の区分所有権者の専用使用に指定することができる。
27 例えば前掲建設部の関係部門の省令及び地方において制定された条例である。
者の共有となることを明確にしたが、区分所有建物の区画内の駐車場、車庫は区分所有権者の共
有とならない。このような欠陥の生じる理由はおそらく立法者が区分所有建物の共用部分の約定
専有権に精通していないためであろうと考えられる。第80条は共用部分と付属設備に関する費用
の分担、収益の分配などの事項についての規定である。この条文には、約定の優先原則が確立さ
れて、約定がない場合、または、約定が不明確な場合、費用の分担と収益の分配の比率を定めた。
しかし、80条は簡略しすぎで、法律規定で定めるべきである区分所有建物の共用部分に関する重
要内容について遺漏があり（例えば共有所有権の内容、特に使用、収益、処分などに関する内容）、
共用部分の専用使用権の設定（設定の主体、客体、方式など）、管理規約などについて全く触れ
ず（14）、さらに専有持分権比率の算定方式（上述したとおり）も問題があるところである。
ここで、物権法の立法者の本意を探る意図がないが、それは立法者の力が及ばないところであ
ろうか、それとも特別立法に譲る予定であろうか、または規約にまかせるつもりであろうか、と
にかく、議論したように区分建物の共用部分に関して明確な規定が欠かせないもので、そういう
規定が物権法の中で定めるべきか、それとも特別立法が必要であるかはともかくとして、立法者
は早めの対応策を講じる必要があるのであろう。
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